第1部　調査結果の概要
　毎月勤労統計調査からみた、平成15年分の年平均における事業所の賃金、労働時間及び雇用のそれぞれの動きについて、静岡県の調査結果をまとめた。（事業所規模5人以上、1人平均月間の数値）
１　賃金

賃  金  ～３年連続して減少した現金給与総額～
　調査産業計の現金給与総額は、340,711円で前年に比べて0.8％減と、3年連続して減少した。
　現金給与総額のうち、定期給与は275,803円で前年に比べて1.0％減であったが、賞与などの特別給与は64,908円で前年に比べて0.2％増であった。

　また、定期給与のうち所定内給与は253,310円で前年に比べて0.9％減であり、超過労働給与は22,493円で前年に比べて1.5％減であった。　　　　　　　　　　　　　　　　　（図1-1、統計表第1表、第5表、第9表、第17表)

　賃金の年平均の推移を名目賃金指数でみると、現金給与総額、定期給与、所定内給与すべてで減少している。
　賃金の年平均の全国結果も同様に、名目賃金指数はすべて減少している。特に、現金給与総額は、平成11年が99.9に対し、平成15年は94.8であった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図1-1、図1-2、統計表第33表）
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産業別賃金  ～運輸･通信業、サービス業で減少～
　産業別の現金給与総額は、電気･ガス･水道業が594,973円と最も多く、以下、金融･保険業、建設業、製造業、サービス業、運輸･通信業、不動産業と続き、卸売･小売業,飲食店が最も少なく250,314円であった。

　産業別に現金給与総額の動きを前年比でみると、不動産業(16.2%増)、建設業(7.0%増)、電気･ガス･水道業(2.0％増)、金融･保険業(1.8％増)、卸売･小売業,飲食店(1.4%増)、製造業(0.2%増)では増加したが、運輸･通信業(6.3%減)、サービス業(2.4％減)では減少した。

　また、産業別に現金給与総額を全国結果と比べてみると、建設業、製造業、電気・ガス・水道業では本県が全国結果を上回ったが、それ以外の産業では下回った。　　　　(図2、図3、統計表第1表、第17表、第33表、第35表)
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[image: image7.emf]図5‐1　　　労働時間指数の推移(静岡県)
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　　　　　　　（事業所規模5人以上、調査産業計、平成12年=100）

98.0

98.0

99.0

99.3

97.8

98.2

99.3

99.6

101.0

96.4 96.3

100.0

95.8

80

85

90

95

100

105

平成11年 12年 13年 14年 15年

指数

総実労働時間指数

所定内労働時間指数

所定外労働時間指数



賞  与  ～夏季、冬季ともに減少～
　事業所規模30人以上の夏季賞与を調査産業計でみると、1人平均支給額は472,636円、前年比0.9％減であった。また、所定内給与に対する支給割合（以下「平均支給率」という。）は1.30ヶ月分であり、前年を0.02ヶ月分下回った。全国結果の夏季賞与は482,566円、前年比1.2％増であった。平成10年から5年連続して本県が全国結果を上回ったが、平成15年は本県が全国結果を下回った。
　事業所規模30人以上の年末賞与を調査産業計でみると、1人平均支給額は479,873円、前年比2.2％減であった。平均支給率は1.34ヶ月分であり、前年を0.02ヶ月分下回った。全国結果の年末賞与は、501,277円、前年比1.6％減で、6年連続して減少した。平成14年から2年連続、本県が全国結果を下回った。（図4-1、図4-2、統計表第22表)
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図2　　　現金給与総額対前年比（静岡県と全国）
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２　労働時間

労働時間  ～増加を続ける所定外労働時間～
　調査産業計の総実労働時間は155.7時間で前年に比べて0.8％増と2年連続増加となった。
　総実労働時間のうち、所定内労働時間は143.8時間で前年に比べて0.5%増であり、所定外労働時間は11.9時間で前年に比べて3.9％増であった。所定外労働時間の全国順位は長い方から３位であった。
（統計表第11表、第13表、第23表）
　労働時間の年平均の推移を指数でみると、所定外労働時間は平成11年が88.4に対し、平成15年が108.9と大幅に増加した。総実労働時間も平成11年98.6に対し、平成15年は101.0と増加している。
　労働時間の年平均の全国結果は、平成11年と比べて総実労働時間、所定内労働時間で減少しているものの、所定外労働時間は増加している。　　　　　　　(図5-1、図5-2、統計表第11表、第13表、第33表)
[image: image9.emf]図3　　　産業別現金給与総額（静岡県と全国）
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産業別労働時間

～不動産業、運輸･通信業、建設業、サービス業で所定外労働時間が増加～
　産業別の総実労働時間は、運輸･通信業が172.7時間と最も長く、以下、建設業、製造業、不動産業、電気･ガス･水道業、金融･保険業、サービス業と続き、卸売･小売業,飲食店が最も短く144.8時間であった。
　産業別に総実労働時間の動きを前年比でみると、不動産業(9.4％増)、卸売･小売業,飲食店（3.0％増)、運輸･通信業(2.0％増)、建設業(0.8％増)、金融･保険業(0.8％増)、サービス業(0.2％増)では増加したが、電気･ガス･水道業(2.0％減)、製造業(0.1％減)では減少した。
　また、産業別に総実労働時間を全国結果と比べてみると、製造業、電気･ガス･水道業、運輸･通信業、卸売･小売業,飲食店、金融・保険業で全国結果を上回った。　　　　　　　　(図6、図7-1、統計表第11表、第23表、第35表)
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　産業別に所定外労働時間の動きを前年比でみると、不動産業(259.5％増)、運輸･通信業(25.1%増)、建設業(6.4％増)、サービス業(4.1％増)、電気･ガス･水道業(2.1％増)、金融･保険業(0.1％増)では増加したが、卸売･小売業,飲食店(0.8％[image: image10.emf]図4-1　　　　　夏季賞与（静岡県と全国）
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　　　　　　　　　　　　（調査産業計、事業所規模30人以上）
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減)、製造業(0.4％減)で減少となった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(図7-2、統計表第13表、第33表)

３　雇用

常用労働者  ～２年連続して増加～
　調査産業計の常用労働者数は1,246,203人、常用雇用指数は100.8で、前年に比べて0.2%増と2年連続して増加した。調査産業計のパートタイム労働者比率は21.4％、前年差0.5ポイント減と2年連続減少した。
　全国結果の調査産業計常用労働者数は42,897,994人、常用雇用指数は98.4で、前年に比べて0.5％減と5年連続して減少した。
　常用労働者の産業別構成比をみると、製造業が34.2%と最も多く、次いでサービス業(25.6%)、卸売･小売業,飲食店(21.9%)の順であり、この3業種で81.7%を占めている。以下、運輸･通信業(8.2%)、建設業(5.8%)、金融･保険業(3.4%)、電気･ガス･水道業(0.5%)、不動産業(0.3%)の順となっている。

　全国の常用労働者の構成比は、サービス業が32.0％と最も多く、次いで、卸売･小売業,飲食店が24.5％、製造業が21.5％であった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (図8、図9、統計表第15表、第28表)
[image: image2.emf]図8　　常用雇用指数(静岡県と全国)と

　　　    パートタイム労働者比率(静岡県)
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産業別常用雇用　　～卸売・小売業,飲食店、サービス業、製造業で増加～

　産業別に雇用の動きを前年比でみると、卸売･小売業,飲食店（2.2％増）、サービス業（1.0％増）、製造業（0.8％増）では増加したが、電気･ガス･水道業(19.9%減)、金融･保険業(6.9％減)、建設業(5.8%減)、不動産業(4.3％減)、運輸･通信業(0.9%減)では減少した。全国結果では、サービス業（1.2％増）では増加したが、他の産業では減少した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                            (図10、統計表第15表、第33表)
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図10　　　　　産業別常用労働者対前年比（静岡県と全国）
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常用労働者の異動状況　　～入職率、離職率が同値～
　常用労働者の異動状況を調査産業計の労働異動率でみると、入職率は1.9%で前年差0.1ポイント減、離職率1.9%で前年差0.2ポイント減であった。
　産業別に労働異動率をみると、卸売り・小売業、飲食店では0.１ポイント入職超過であったが、他の産業では離職超過であった。特に、不動産業で0.9ポイント、建設業、電気・ガス・水道業、金融・保険業で0.4ポイントの離職超過であった。                                                                  　(図11、統計表第30表)
[image: image4.emf]図11　　常用労働者の異動状況（静岡県）
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４　全国における静岡県の位置
現金給与総額　　～全国第６位～
　全国結果の現金給与総額（調査産業計）は、341,898円となっている。
　都道府県別にみると、東京都が429,180円と最も多く、次いで大阪府の370,424円、神奈川県の368,493円の順であり、沖縄県の269,608円が最も少なくなっている。静岡県は340,711円で、全国順位は第６位となっている。

表１ 現金給与総額の都道府県順位概況
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図7‐2　所定外労働時間対前年比（静岡県と全国）
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図7‐1　　総実労働時間対前年比（静岡県と全国）
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定期給与　　～全国第７位～
　全国結果の定期給与（調査産業計）は、278,747円となっている。
　都道府県別にみると、東京都が339,167円と最も多く、次いで大阪府の300,920円、神奈川県の297,487円の順であり、沖縄県の226,281円が最も少なくなっている。静岡県は275,803円で、全国順位は第７位となっている。

表２ 定期給与の都道府県順位概況
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[image: image15.emf]図1‐1　　賃金指数の推移(静岡県)
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上位５都道府県                                      下位５都道府県
総実労働時間　　～全国第２２位～
　全国結果の総実労働時間（調査産業計）は、152.3時間となっている。
　都道府県別にみると、岩手県が162.0時間と最も長く、次いで宮崎県の161.3時間、山形県の159.9時間の順であり、千葉県の144.2時間が最も短くなっている。静岡県は155.7時間で、全国順位は第２２位となっている。

表３ 総実労働時間の都道府県順位概況
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上位５都道府県                                       下位５都道府県
常用労働者数　　～全国第１０位～
　全国結果の常用労働者数（調査産業計）は、42,898.0千人となっている。
　都道府県別にみると、東京都が6119.7千人と最も多く、次いで大阪府の3176.2千人、愛知県の2561.6千人の順であり、鳥取県の171.7千人が最も少なくなっている。静岡県は1246.2千人で、全国順位は第１０位となっている。

表４ 常用労働者数の都道府県順位概況
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上位５都道府県                                      下位５都道府県
表５ 現金給与総額、定期給与、総実労働時間、常用労働者数の都道府県順位
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全国 341,898 全国 278,747 全国 152.3 全国 42,898.0

1 東京 429,180 1 東京 339,167 1 岩手 162.0 1 東京 6,119.7

2 大阪 370,424 2 大阪 300,920 2 宮崎 161.3 2 大阪 3,176.2

3 神奈川 368,493 3 神奈川 297,487 3 山形 159.9 3 愛知 2,561.6

4 愛知 365,456 4 愛知 291,037 4 宮城 159.5 4 神奈川 2,218.4

5 兵庫 347,759 5 兵庫 283,380 5 秋田 159.1 5 北海道 1,876.1

6 静岡 340,711 6 奈良 275,994 6 佐賀 159.0 6 埼玉 1,708.5

7 奈良 340,280 7 静岡 275,803 7 福島 158.7 7 兵庫 1,489.2

8 福岡 335,394 8 広島 274,401 8 沖縄 158.5 8 福岡 1,488.2

9 広島 335,295 9 富山 273,472 9 福井 157.9 9 千葉 1,341.3

10 滋賀 330,480 10 山梨 273,244 10 新潟 157.8 10 静岡 1,246.2

11 山梨 330,033 11 福岡 271,791 11 群馬 157.4 11 茨城 947.7

12 富山 329,291 12 福井 271,051 12 長崎 157.3 12 広島 936.8

13 石川 327,713 13 滋賀 269,573 13 長野 157.1 13 新潟 795.8

14 群馬 325,027 14 宮城 268,825 14 富山 157.0 14 京都 702.7

15 福井 324,668 15 石川 268,817 徳島 156.7 15 宮城 688.2

16 和歌山 323,492 16 群馬 268,652 愛媛 156.7 16 長野 650.0

17 長野 323,356 17 和歌山 268,582 鹿児島 156.7 17 福島 631.6

18 宮城 323,249 18 長野 267,400 18 福岡 156.5 群馬 617.9

19 岡山 320,009 19 栃木 265,021 19 島根 156.1 岐阜 617.9

20 栃木 319,861 20 千葉 263,295 20 熊本 155.9 20 岡山 598.2

21 千葉 318,511 21 岡山 263,252 21 石川 155.8 21 栃木 567.7

22 京都 317,812 22 京都 261,413 青森 155.7 22 三重 516.8

23 島根 313,592 23 茨城 260,973 静岡 155.7 23 熊本 472.5

24 山口 312,686 24 新潟 257,428 栃木 155.6 24 鹿児島 466.5

25 茨城 312,538 25 埼玉 257,217 鳥取 155.6 25 山口 441.1

26 新潟 311,998 26 島根 257,133 岡山 155.1 26 滋賀 408.0

27 三重 311,178 27 福島 256,564 広島 155.1 27 岩手 407.4

28 埼玉 306,583 28 山口 255,361 28 大分 154.9 28 富山 395.3

29 北海道 304,647 29 三重 255,127 29 北海道 154.6 29 石川 390.4

30 福島 304,024 30 香川 253,491 30 山梨 154.1 30 青森 382.7

31 岐阜 302,678 31 岐阜 251,297 31 和歌山 154.0 31 愛媛 371.5

32 香川 302,575 32 徳島 251,293 32 山口 153.5 32 山形 363.5

33 大分 301,323 33 山形 250,821 33 香川 152.5 33 長崎 360.1

34 岩手 300,272 34 岩手 250,023 34 滋賀 152.0 34 香川 334.1

35 徳島 300,085 35 北海道 249,157 35 岐阜 151.8 35 秋田 332.7

36 山形 299,967 36 大分 248,840 36 高知 151.5 36 宮崎 325.1

37 熊本 295,761 37 愛媛 246,993 37 大阪 150.8 37 大分 320.5

38 愛媛 293,586 38 熊本 245,924 38 愛知 150.7 38 沖縄 314.2

39 高知 293,517 39 高知 245,165 39 茨城 150.5 39 奈良 295.0

40 佐賀 288,981 40 長崎 239,751 40 奈良 149.9 40 福井 264.8

41 鳥取 287,939 41 秋田 239,194 41 兵庫 148.7 41 山梨 256.6

42 秋田 285,939 42 佐賀 239,148 42 東京 148.5 42 佐賀 245.9

43 長崎 285,919 43 鳥取 237,202 43 三重 148.1 43 和歌山 225.6

44 鹿児島 283,195 44 宮崎 234,651 44 神奈川 148.0 44 高知 214.9

45 宮崎 278,402 45 鹿児島 234,048 45 京都 147.3 45 徳島 213.2

46 青森 275,016 46 青森 230,964 46 埼玉 145.4 46 島根 207.1

47 沖縄 269,608 47 沖縄 226,281 47 千葉 144.2 47 鳥取 171.7

（注）厚生労働省公表の毎月勤労統計調査年報－地方調査－による。
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